
教育現場における
適正な労務管理について



前提）

私立学校︓労働関係法令が全面適用

公立学校︓労働関係法令が一部適用されない

【代表的な違いの例】

公立学校の教員に支払われている教職調整額



公立学校教員の給与は、1971年に制定された教職員給与特措法（給特
法）で規定されており、教員の仕事は裁量が大きく特殊であるという理由
により、教職調整額を支給する代わりに、限定された４項目（実習・行
事・会議・非常時災害）によるもの以外については、時間外・休日労働に
対する残業代は支払われないと決められています。

昭和四十六年法律第七十七号
公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等

に関する特別措置法
（趣旨）
第一条 この法律は、公立の義務教育諸学校等の教育
職員の職務と勤務態様の特殊性に基づき、その給与その
他の勤務条件について特例を定めるものとする。

2025/6/11の記事

公立学校教員の処遇や働き方を改善するための給特法などの改正法
が、令和7年6月11日、参議院本会議で採決され賛成多数で可決、成立
しました。

今回の改正により、これまで残業代の代わりに給与に上乗せされて
いた「教職調整額」が、現在の月給の4％から10％まで段階的に引き
上げられることが決まりました。



令和６年度の
監督指導結果

【その他の教育・研究業の場合】
令和６年度の監督指導実施の結果、

７５％以上の割合で法違反の実態が確認されました(>_<)

主な法違反等の指導内容
〇労働基準法 第１５条（労働条件の明示）

第３２条（時間外労働）
第３７条（割増賃金）
第８９条（就業規則）
第１０６条（周知）
第１０８条（賃金台帳）

〇労働基準法施行規則 第２４条の７（有給休暇管理簿の作成）
〇労働安全衛生規則 第５１条の２

（健康診断の結果に基づく医師等の意見聴取の実施）
第５２条の７（労働時間の適正把握）

〇労働時間の適正化（未把握・正確な把握・自己申告）



【労働時間に関する法規制】

時間外・休日労働時間数が増えれば増えるほど、
身体も心も疲れてしまい、最悪の場合、命を落とすこともあります。
これが、いわゆる「過労死」「過労自殺」と呼ばれるものです。

締結・届出をせずに、労働者に
時間外・休日労働をさせると
労働基準法第32条違反︕

締結・届出をしていても、
その締結した内容の範囲を超えて、
労働者に時間外・休日労働をさせると
労働基準法第32条違反︕

2019年4月～改正内容

時間外・休日労働が月100時間以上又は複数月平均80時間超えの場合は、
労働基準法第36条違反︕︕

令和６年度の
脳・心臓疾患及び精神事案

に関するデータ



教育現場における法制度を活用した
教員の時間外労働時間数の削減方法

教育現場においては、

１年単位の変形労働時間制
又は

１か月単位の変形労働時間制 を採用し、

一定期間の中で、労働時間に長短をつけてメ
リハリをつけ、時間外労働時間数を減らすと
いう方法がメジャー☆

しかし︕

「どこまでを労働時間と捉えるべきか」
「自己研鑽と労働との線引きが難しい」との声も

この考え方を整理することが、教員の働き方改
革を進めるにあたっての目下の課題です︕︕



下記に該当する時間、全部、労働時間です。
A．生徒対応の時間（質問・問い合わせ・トラブル・生徒指導・登校時の見守り・補習等）

B．各種書類（テストや学年だより等）の作成時間

C. テストの採点

D．打ち合わせ・会議の時間

E．参加が義務付けられている行事とその準備時間

F．参加が義務付けられている研修時間(社外研修含む)

G．部活動に要した時間

H．保護者対応の時間

これらに要した時間について、
適正に時間を把握できていますか︖

☆ポイント☆
賃金が支払われる対象の労働時間と、
客観的な記録（ICカード・タイムカード等）から把握
できる時間との間の乖離はどの程度か、確認していま
すか︖

例）所定労働時間
8︓30～17︓30（1時間休憩）
タイムカードに記録されている時間
8︓05～18︓45

このような場合、
8︓05～8︓30と17︓30～18︓45までの間のことを

「乖離」と言います。
このような乖離があり、その理由が、左のA～Hに該

当してるのに、労働時間として取り扱わず、賃金を支
払っていなかった場合、法違反として、行政指導の対
象となります。



【長時間労働を防ぐための第一歩は、労働時間の適正把握︕】



自己申告で労働時間を管理する場合に必要な措置
①

④

②

③ ⑤

定期的に実態調査を行い、問題が認められた
場合、適宜、対応が必要となります︕
自己申告制を採用している場合、これらを実
施できているか、再確認ください︕



労働時間を削減するために

①「教員」じゃなくていい業務を把握する→事務作業・部活動（地域移行）など

②「教員」じゃないとだめな業務のうち、特定の教員じゃなくてもいい業務を把握する

③「特定の教員」しかできない業務を把握する

④不要な業務をなくす→タブレット学習やICT教育の導入

⑤各労働者の時間外・休日労働時間数を把握し、偏りの有無を把握する

⑥法人規模で業務の割り振りを再検討する→多能工化（マルチタスク）

⑦求人募集・業務委託を行う→卒業生や近隣住民（主婦層・高齢者）の活用

⑧生徒・保護者の理解を得る→対応時間の限定 etc…

ちなみに・・・
奈良県の人口は約１３０万人。

このうち、奈良県の
女性の労働力率は、
全国平均54.2％よりも低い48.3％。

地位別においては、
パート・アルバイト等の割合が28.8％

で、全国平均25.5％よりも高い。

提案１
短時間勤務や事務職が人気と思われる主
婦層を労働者として雇用し、教員の行っ
ている事務業務を失くす
提案２
教員１名につき、１名の事務員をつける

教員が行っている
具体的な日々の業務、
正確に知っていますか︖







時間外労働に対する割増賃金の計算方法は、
労働基準法第３７条で定められています︕

学校ごとの独自の単価の設定は、労働基準法違反となるおそれがあります︕
例）部活１時間 １０００円など

所定労働時間以外に行われることが多いものとして、
部活動、見学会などのイベント、補習、始業時間前又は終業時間後の当番などが考えられます。
これらについて、学校ごとの独自の単価を設定している場合、その設定された単価は、
各労働者の時給よりも低い金額で設定されていることが多いと思われます。
しかし、上記事由により労働させた場合、その時間数に応じた賃金を支払わなければ、
労働基準法違反となり、時間外労働に該当する場合、割増賃金も支払う必要があります︕

変形労働時間制を採用している場合は、
①１日については、労使協定により８時間を超える労働時間を定めた場合はその時間を超えて、
それ以外の日は８時間を超えて労働させた時間
② １週間については、労使協定により40時間を超える労働時間を定めた場合はその時間を超えて、
それ以外の週は40時間を超えて労働させた時間（①の時間外労働時間を除く）
③変形期間の全期間については、変形労働時間における法定労働時間の総枠を超えて労働させた時間
（①・②の時間外労働時間を除く）

が時間外労働となります。
③の総枠で超えていなくても、①や②で時間外労働になっていることがありますので、ご注意ください︕︕
例）10時間勤務と決めていた日に、実際には11時間勤務→1時間残業となる



割増賃金の計算方法について  ～よくある間違いのため、ご注意ください～

☆重要☆ 月６０時間を超える時間外労働に対しては、
割増率５０％以上にする必要があります︕

☆ポイント☆
固定残業代が何時間分の時間外労働に相当す
るものか、明確にしておく必要があります︕

︕注意︕ １か月の平均所定労働時間は、
（365日÷7日×40時間）÷12か月
＝173.80…時間以下でなければ、いけません︕

︕注意︕
どういう手当を、どういう意味合いで支払うのか、

就業規則に明記してください︕



労働条件の明示について

【事例】
一部の項目しか

書面等で明示されていない(+o+)

労働条件通知書（雇用契約書）に
記載しなければならない事項が
法律で決まっています︕

↓
労働基準法第１５条第１項
「使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、
労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。
この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他

の厚生労働省令で定める事項については、厚生労働省令で定
める方法により明示しなければならない。」

⇒詳細は、労働基準法施行規則第５条に記載されています

【労働基準法施行規則】
第五条第１項
使用者が法第十五条第一項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労

働条件は、次に掲げるものとする。ただし、第一号の二に掲げる事項については期間の定
めのある労働契約(以下この条において「有期労働契約」という。)であつて当該労働契約
の期間の満了後に当該労働契約を更新する場合があるものの締結の場合に限り、第四号の
二から第十一号までに掲げる事項については使用者がこれらに関する定めをしない場合に
おいては、この限りでない。

一 労働契約の期間に関する事項
一の二 有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項(通算契約期間(労働契約法(平成
十九年法律第百二十八号)第十八条第一項に規定する通算契約期間をいう。)又は有期労働
契約の更新回数に上限の定めがある場合には当該上限を含む。)
一の三 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項(就業の場所及び従事すべき業務の変
更の範囲を含む。)
ニ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並び
に労働者を二組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項
三 賃金（退職手当及び第五号に規定する賃金を除く。以下この号において同じ。）の決
定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項
四 退職に関する事項(解雇の事由を含む。)
四の二 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方
法並びに退職 手当の支払の時期に関する事項
五 臨時に支払われる賃金（退職手当を除く。）、賞与及び第八条各号に掲げる賃金並び
に最低賃金額に関する事項
六 労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項
七 安全及び衛生に関する事項
八 職業訓練に関する事項
九 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
十 表彰及び制裁に関する事項
十一 休職に関する事項

（第２項から第６項までは省略）



☆令和６年４月１日～改正内容☆

【無期転換ルール】
例えば無期転換ルールについてのお問い合わせは

奈良労働局の雇用環境・均等室へ



労働に関する問題で

困ったこと・わからないこと等があれば

管轄の労働基準監督署の監督部署へ

お気軽にご相談ください☆

予約不要︕電話でも来署でも相談OK︕

ご清聴ありがとう
ございました︕

奈良労働基準監督署 0742-23-0435
葛城労働基準監督署 0745-52-5891
桜井労働基準監督署 0744-42-6901
大淀労働基準監督署 0747-52-0261

※告知※
令和７年度 過労死等防止対策推進シンポジウム
令和７年１１月１１日（火）13:30～16︓00開催予定
場所︓奈良公園バスターミナル・レクチャーホール
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労災における精神障害に関する請求件数について
〇厚生労働省労働基準局補償課の発表データ「過労死等の労災補償状況」（令和6年度）によると

【精神障害に関する請求・決定件数】
労災請求件数 3780件 このうち決定件数 3494件 ⇒このうち支給件数1055件

3780件のうち自殺・自殺未遂の請求件数 202件 このうち決定件数 215件⇒このうち支給件数88件

【精神障害の請求件数・支給決定件数の多い業種】
NO.1 医療・福祉（社会保険・社会福祉・介護事業）請求件数589件⇒支給決定件数152件
NO.2 医療・福祉（医療業） 請求件数389件⇒支給決定件数118件
NO.3 運輸業・郵便業（道路貨物運送業） 請求件数145件⇒支給決定件数69件

（NO.4～NO.9 省略）
NO.10 教育・学習支援業（学校教育）        請求件数  94件⇒支給決定件数22件

【精神障害の請求件数の多い年代】
NO.1 40～49歳 NO.2 30～39歳 NO.3 50～59歳

＜奈良労働局における近年の状況＞
教育・学習支援業の労災請求事案も複数あり、職場の人間関係を原因とした教員からの精神障害（うつ病な
ど）に関して、労働災害として決定された事案もあります。

支給決定された事案のうち、
「上司等から身体的攻撃・精神的攻撃等のパワハラを受けた」がNO.1。
NO.2は「顧客や取引先、利用者等から著しい迷惑行為を受けた」というもの。


